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た認知症対応型通所介護については、所定単位数に百分の七十を た認知症対応型通所介護については、所定単位数に百分の七十を

乗じて得た単位数を算定するものとする（通所介護費等の算定方 乗じて得た単位数を算定するものとする（通所介護費等の算定方

法第六号ロ及びハ）。従業者に欠員が出た場合の他に、従業者が 法第六号ロ及びハ）。従業者に欠員が出た場合の他に、従業者が

病欠した場合等も含まれる。ただし、市町村は、従業者に欠員が 病欠した場合等も含まれる。ただし、市町村は、従業者に欠員が

生じている状態が一か月以上継続する場合には、事業所に対し定 生じている状態が一か月以上継続する場合には、事業所に対し定

員の見直し又は事業の休止を指導するものとする。指導に従わず 員の見直し又は事業の休止を指導するものとする。指導に従わず

に事業を継続する事業所に対しては、特別な事情がある場合を除 に事業を継続する事業所に対しては、特別な事情がある場合を除

き、指定の取消しを検討するものとする。 き、指定の取消しを検討するものとする。

⑿ 介護職員処遇改善加算について

２の⒀を準用する。

４ 小規模多機能型居宅介護費 ５ 小規模多機能型居宅介護費

⑴ 基本報酬の算定について ⑴ 基本報酬の算定について

小規模多機能型居宅介護費は、当該小規模多機能型居宅介護事 小規模多機能型居宅介護費は、当該小規模多機能型居宅介護事

業所へ登録した者について、登録している期間一月につきそれぞ 業所へ登録した者について、登録している期間一月につきそれぞ

れ所定単位数を算定する。月途中から登録した場合又は月途中か れ所定単位数を算定する。月途中から登録した場合又は月途中か

ら登録を終了した場合には、登録していた期間（登録日から当該 ら登録を終了した場合には、登録していた期間（登録日から当該

月の末日まで又は当該月の初日から登録終了日まで）に対応した 月の末日まで又は当該月の初日から登録終了日まで）に対応した

単位数を算定することとする。 単位数を算定することとする。

これらの算定の基礎となる「登録日」とは、利用者が小規模多 これらの算定の基礎となる「登録日」とは、利用者が小規模多

機能型居宅介護事業者と利用契約を結んだ日ではなく、通い、訪 機能型居宅介護事業者と利用契約を結んだ日ではなく、通い、訪

問又は宿泊のいずれかのサービスを実際に利用開始した日とする。 問又は宿泊のいずれかのサービスを実際に利用開始した日とする。

また、「登録終了日」とは、利用者が小規模多機能型居宅介護事 また、「登録終了日」とは、利用者が小規模多機能型居宅介護事

業者との間の利用契約を終了した日とする。 業者との間の利用契約を終了した日とする。

⑵ 小規模多機能型居宅介護事業所と同一の建物に居住する利用者

に対する取扱い

① ３⑸①及び③を準用する。

② 前年度の一月当たりの実登録者

施設基準第三十二号の「前年度の一月当たりの実登録者の数」

の計算に当たっては、前年度（三月を除く。）の各月の実登録

者（月の末日において当該小規模多機能型居宅介護事業所と同

一の建物に居住しており、かつ、当月に当該事業所の登録者で

あったものをいう。）の実人数を合計した数を、各月（小規模

多機能型居宅介護を提供した月に限る。）の末日における当該

小規模多機能型居宅介護事業所の登録定員の合計数で除した数

（端数切り捨て）とする。したがって、年度途中に事業を開始
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した事業所は当該事業開始年度には、三月に事業を開始した事

業所は当該事業開始時の翌年度には、本減算は適用されないが、

前年度（三月を除く。）の実績が一月以上ある事業所には本減

算の適用があり得ること。

③ ②の実登録者については、当該小規模多機能型居宅介護事業

所が、介護予防小規模多機能型居宅介護事業所と一体的な運営

をしている場合、介護予防小規模多機能型居宅介護の登録者を

含めて計算すること。

⑵ サービス提供が過少である場合の減算について ⑶ サービス提供が過少である場合の減算について

① 「利用者一人当たり平均回数」は、暦月ごとに以下のイから ① 「利用者一人当たり平均回数」は、暦月ごとに以下のイから

ハまでの方法に従って算定したサービス提供回数の合計数を、 ハまでの方法に従って算定したサービス提供回数の合計数を、

当該月の日数に当該事業所の登録者数を乗じたもので除したも 当該月の日数に当該事業所の登録者数を乗じたもので除したも

のに、七を乗ずることによって算定するものとする。 のに、七を乗ずることによって算定するものとする。

なお、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の指定を なお、介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の指定を併せ

併せて受け、かつ、指定小規模多機能型居宅介護の事業と指定 て受け、かつ、小規模多機能型居宅介護の事業と介護予防小規

介護予防小規模多機能型居宅介護の事業とが同一の事業所にお 模多機能型居宅介護の事業とが同一の事業所において一体的に

いて一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所にお 運営されている場合にあっては、当該事業所における小規模多

ける指定小規模多機能型居宅介護及び指定介護予防小規模多機 機能型居宅介護及び介護予防小規模多機能型居宅介護のサービ

能型居宅介護のサービス提供回数を合算し、また、指定小規模 ス提供回数を合算し、また、小規模多機能型居宅介護と介護予

多機能型居宅介護と指定介護予防小規模多機能型居宅介護のそ 防小規模多機能型居宅介護のそれぞれの登録者数を合算して計

れぞれの登録者数を合算して計算を行うこと。 算を行うこと。

イ 通いサービス イ 通いサービス

一人の登録者が一日に複数回通いサービスを利用する場合 一人の登録者が一日に複数回通いサービスを利用する場合

にあっては、複数回の算定を可能とする。 にあっては、複数回の算定を可能とする。

ロ 訪問サービス ロ 訪問サービス

一回の訪問を一回のサービス提供として算定すること。な 一回の訪問を一回のサービス提供として算定すること。な

お、指定小規模多機能型居宅介護の訪問サービスは身体介護 お、小規模多機能型居宅介護の訪問サービスは身体介護に限

に限られないため、登録者宅を訪問して見守りの意味で声か られないため、登録者宅を訪問して見守りの意味で声かけ等

け等を行った場合でも、訪問サービスの回数に含めて差し支 を行った場合でも、訪問サービスの回数に含めて差し支えな

えない。 い。

ハ 宿泊サービス ハ 宿泊サービス

宿泊サービスについては、一泊を一回として算定すること。 宿泊サービスについては、一泊を一回として算定すること。

ただし、通いサービスに引き続いて宿泊サービスを行う場合 ただし、通いサービスに引き続いて宿泊サービスを行う場合

は、それぞれを一回とし、計二回として算定すること。 は、それぞれを一回とし、計二回として算定すること。

② 登録者が月の途中に利用を開始又は終了した場合にあっては、 ② 登録者が月の途中に利用を開始又は終了した場合にあっては、
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利用開始日の前日以前又は利用終了日の翌日以降の日数につい 利用開始日の前日以前又は利用終了日の翌日以降の日数につい

ては、①の日数の算定の際に控除するものとすること。登録者 ては、①の日数の算定の際に控除するものとすること。登録者

が入院した場合の入院日（入院初日及び退院日を除く。）につ が入院した場合の入院日（入院初日及び退院日を除く。）につ

いても同様の取扱いとする。 いても同様の取扱いとする。

③ 市町村長は、サービス提供回数が過少である状態が継続する ③ 市町村長は、サービス提供回数が過少である状態が継続する

場合には、事業所に対し適切なサービスの提供を指導するもの 場合には、事業所に対し適切なサービスの提供を指導するもの

とする。 とする。

⑶ 認知症加算の取扱い ⑷ 認知症加算について

① 「日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動が ① 「日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動が

認められることから介護を必要とする認知症の者」とは、日常 認められることから介護を必要とする認知症の者」とは、日常

生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者を指すものとす 生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者を指すものとす

る。 る。

② 「周囲の者による日常生活に対する注意を必要とする認知症 ② 「周囲の者による日常生活に対する注意を必要とする認知症

の者」とは、日常生活自立度のランクⅡに該当する者を指すも の者」とは、日常生活自立度のランクⅡに該当する者を指すも

のとする。 のとする。

⑷ 事業開始時支援加算の取扱い ⑸ 事業開始時支援加算について

① 「事業開始」とは、指定日（指定の効力が発生する日をいう。） ① 「事業開始」とは、指定日（指定の効力が発生する日をいう。）

の属する月をいうものとする。 の属する月をいうものとする。

② 注１及び２における「登録者の数」とは、指定小規模多機能 ② ホの注における「登録者の数」とは、指定小規模多機能型居

型居宅介護及び指定介護予防小規模多機能型居宅介護のそれぞ 宅介護及び指定介護予防小規模多機能型居宅介護のそれぞれの

れの登録者数を合算した数をいう。 登録者数を合算した数をいう。

③ 算定月までの間百分の八十に満たないとは、算定月の末日時 ③ 算定月までの間百分の七十に満たないとは、算定月の末日時

点において、百分の八十以上となっていないことをいうもので 点において、百分の七十以上となっていないことをいうもので

ある。 ある。

④ 登録者の数が過去に一度でも登録定員の百分の八十以上とな ④ 登録者の数が過去に一度でも登録定員の百分の七十以上とな

ったことのある事業所については、その後百分の八十を下回っ ったことのある事業所については、その後百分の七十を下回っ

た場合であっても、当該加算の算定はできないものである。 た場合であっても、当該加算の算定はできないものである。

⑤ 当該加算は、区分支給限度額から控除するものである。 ⑤ 当該加算は、区分支給限度額から控除するものである。

⑸ サービス提供体制加算の取扱い ⑹ サービス提供体制加算の取扱い

① ２⑺①、②、④及び⑤並びに３⑼②、③及び⑤を準用するこ ① ２⑿①、②及び④から⑦まで並びに４⑽②、③及び⑤を準用

と。 すること。

② なお、この場合の小規模多機能型居宅介護従業者に係る常勤 ② なお、この場合の小規模多機能型居宅介護従業者に係る常勤

換算にあっては、利用者への介護業務（計画作成等介護を行う 換算にあっては、利用者への介護業務（計画作成等介護を行う

に当たって必要な業務は含まれるが、請求事務等介護に関わら に当たって必要な業務は含まれるが、請求事務等介護に関わら

ない業務を除く。）に従事している時間を用いても差し支えな ない業務を除く。）に従事している時間を用いても差し支えな
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い。 い。

⑺ 介護職員処遇改善加算について

２の⒀を準用する。

５ 認知症対応型共同生活介護費 ６ 認知症対応型共同生活介護費

⑴ 短期利用共同生活介護費について ⑴ 短期利用共同生活介護費について

短期利用共同生活介護については、厚生労働大臣が定める施設 短期利用共同生活介護については、施設基準第三十四号ハに規

基準（平成十二年厚生省告示第二十六号。以下「施設基準」とい 定する基準を満たす認知症対応型共同生活介護事業所において算

う。）第二十五号に規定する基準を満たす指定認知症対応型共同 定できるものである。

生活介護事業所において算定できるものである。

同号ロ⑵の要件は、事業所に求められる要件であるので、新た

に指定認知症対応型共同生活介護事業所を開設する場合に、他の

指定認知症対応型共同生活介護事業所において三年以上の経験を

有する者が配置されていたとしても、当該事業所として三年以上

の期間が経過しなければ、短期利用共同生活介護費を算定するこ

とはできないものである。

同号ロ⑸に規定する「短期利用共同生活介護を行うに当たって、 同号ハ⑸に規定する「短期利用共同生活介護費を算定すべき指

十分な知識を有する介護従業者」とは、認知症介護実務者研修の 定認知症対応型共同生活介護を行うに当たって、十分な知識を有

うち「専門課程」又は認知症介護実践研修のうち「実践リーダー する従業者」とは、認知症介護実務者研修のうち「専門課程」又

研修」若しくは認知症介護指導者養成研修を修了している者とす は認知症介護実践研修のうち「実践リーダー研修」若しくは認知

る。 症介護指導者養成研修を修了している者とする。

⑵ 夜間ケア加算について ⑵ 夜間ケア加算について

当該加算は、指定認知症対応型共同生活介護事業所の一の共同 当該加算は、認知症対応型共同生活介護事業所の一の共同生活

生活住居につき、夜間及び深夜の時間帯を通じて一の介護従業者 住居につき、夜間及び深夜の時間帯を通じて一の介護従業者を配

を配置している場合において、それに加えて常勤換算方法で一以 置している場合において、それに加えて常勤換算方法で一以上の

上の介護従業者を配置した場合に算定するものとすること。ただ 介護従業者を配置した場合に算定するものとすること。ただし、

し、全ての開所日において、夜間及び深夜の時間帯の体制が人員 全ての開所日において、夜間及び深夜の時間帯の体制が人員配置

配置基準を上回っているものとする。 基準を上回っているものとする。

⑶ 認知症行動・心理症状緊急対応加算について ⑶ 認知症行動・心理症状緊急対応加算について

① 「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の ① 「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の

障害に伴う、妄想・幻覚・興奮・暴言等の症状を指すものであ 障害に伴う、妄想・幻覚・興奮・暴言等の症状を指すものであ

る。 る。

② 本加算は、利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められ、 ② 本加算は、利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められ、

緊急に短期利用共同生活介護が必要であると医師が判断した場 緊急に短期利用共同生活介護が必要であると医師が判断した場

合であって、介護支援専門員、受け入れ事業所の職員と連携し、 合であって、介護支援専門員、受け入れ事業所の職員と連携し、

利用者又は家族の同意の上、指定認知症対応型共同生活介護の 利用者又は家族の同意の上、認知症対応型共同生活介護の利用


